
ほか、 産業医の専門職を招聘し てスタ ート し たこの体制は、

メ ンタ ルヘルス対策においては復職支援のみではなく 2 次予

防（ 新任管理職教育などでの啓発、 定期的な管理職会議での

教育啓発）や1 次予防の取り 組み（ 職場訪問によるミ ニセミ

ナーの実施）などに拡充し 、 また定期健康診断結果の事後措

置の充実（ 医師の意見の提示および就業措置対応の確実な実

施）などメ ンタ ルヘルス以外の産業保健活動の実践へと その

活動の幅を広げています。

推進室の特徴は、 非常勤（ 産業医）・ 会計年度任用職員（ 相談

員）が現場の最前線に配置さ れていること です。 推進室業務

の運営管理は正規職員が行いますが、 相談員が職場担当制に

よる支援を行う こと で、 現場の教職員・ 管理職と の関係性を

構築しやすく なり 、相談しやすく 、連携もスムーズになります。

また、 相談員が学校現場に「 巡回相談」をすること も、 川崎

市教育委員会の特徴と 言えます。 学校は分散事業場であり 、

教職員は市内の中心部にある推進室に行く ことについて、 物

理的にも心理的にも距離があり ます。 し たがって、 相談員が

直接学校に赴いて面談や啓発などの対応ができるよう にし て

います。

こ う し た取り 組みの結果、 推進室の職員が「 かかり つけ相

談員」になること で、 教職員個人や職場の問題を広く かつ早

く 把握し 、 予防対策を適切に講じ ること に貢献し ています。

・ 安全衛生委員会

川崎市教育委員会では、 各学校職場のう ち 50 人以上の教

職員がいる事業場に月に一度の「 安全衛生委員会」の開催を義

務付けていますが、 50 人未満の職場にも「 職場安全衛生検討

会」を年に2回実施をすることとしており 、 定期的な取り組み

を促しています。

 

学校職場における就業上の措置の例
職種 所見・傷病 事後措置の例

教員

未治療の重症糖尿病
未治療の重症高血圧
重症の貧

夏季の校外授業制限、宿泊行事制
限、体育の授業制限、準高所作業
（掲示作業）制限、等

メンタルヘルス不調 校務分掌の低減、校外活動の回避、
複数担任、通院の時間の確保、等

動脈硬化性疾患ハイリスク 時間外業務時間制限
事務職員 動脈硬化性疾患ハイリスク 時間外業務時間制限

現業職員

未治療の重症糖尿病
未治療の重症高血圧
重症の貧血

高所・準高所作業（樹木剪定、蛍
光灯交換）の禁止、電動工具（刈
払い機等）取り扱い制限 等

筋骨格系疾患 飯缶等の重量物取り扱い制限
中枢神経系疾患 集配等での自転車乗車制限

■健康診断結果の確認
■怪我や疾病の発生
■身体疾患・メンタル不調からの復帰

管理職（校長・教頭・副
校長）と綿密な連携を︕

労働安全衛生管理体制

川崎市教育委員会に健康推進室（ 以下「 推進室」と いう 。）が

設立された背景は、 教職員のメ ンタルヘルス不調の罹患者の

増加が社会問題になったこ と 、 厚生労働省から「 心の健康問

題により 休業した労働者の職場復帰支援の手引き」が発出（ 平

成16 年10 月）さ れたこ と などにより ます。 心理職の配置の

健康管理専門部署「 健康推進室」

●教育委員会内の教職員の健康管理に係る専従組織「 健康推

進室」の設置

●「 健康推進室」の運営管理は正規職員が担い、 会計年度任用

職員の医療職（ 保健師・ 看護師）は職場担当制と し 、 各種事

業を通し て学校職場との接点を持ちながら、 職場の問題把

握・ 予防対策を実施

●学校職場への巡回相談・ 職場巡視による「 健康推進室」と 学

校職場と のコミ ュニケーショ ンの促進

●定期健診の事後措置、 就業措置、 復職支援などにおける教

職員当事者の混乱回避、 および管理職と の連携確保のため

の、「 健康推進室」への健康情報・相談窓口の一元化

●産業医による職場巡視の特徴と して、 各職場の問題点の指

摘に留まらず、 好事例の集約と 市内の学校への水平展開

令和3 年度川崎市教育委員会は、 小・ 中・ 高校および特

別支援学校数が計179 校であり 、 教職員数約6 ,500 人

以上の規模の大きな自治体です。

1990 年代から産業医による学校職場巡視が開始さ れ

るなど労働安全衛生対策が進められてきまし たが、 平成

18 年にそれまでの「 健康管理室（ 委託医師2 名、 嘱託職

員2 名）」から「 委託医師2 名、 非常勤心理職2 名、 嘱託

保健職2 名）」に体制が強化さ れ、 名称も「 健康推進室」に

改称し て、 定期健康診断結果に基づく 就業判定およびそ

の事後措置の確実な実施、並びにメ ンタ ルヘルス対策（ 特

に復職支援）が開始さ れまし た。

その後、 徐々に体制が強化さ れ、 令和3 年度現在は正

規職員である保健師3 名、 非常勤産業医5 名、 並びに会

計年度任用職員の医療職および心理職9 名（ 以下「 相談

員」と いう 。）により 、 労働安全衛生対策のう ち保健衛生

対策を中心に各学校に向けた活動を展開しています。

団体の特徴的な取り組み

2事例 川崎市教育委員会
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端末を活用し 、 面接指導を行っています。 これは、 普段から

相談員などが学校と の接点が多いことで、 スムーズに導入さ

れた取り組みとも言えます。

メ ンタ ルヘルス対策と し ては、 平成18 年に市長事務部局

とは別に教育委員会独自の「 メ ンタ ルヘルス対策推進計画」を

策定し 、 約3 年ごと に見直し がさ れています。 当初3 次予防

（ 復職支援）が主体だった内容は、 3 次予防体制の確立を受け

て徐々に2 次予防（ 早期発見）、 1 次予防（ 発症予防）の内容が

多く 占めるよう になり 、 令和4 年度からは新たに「 こ こ ろの

健康づく り 指針」と し て 4 か年計画が実施さ れています。

川川 崎崎 市市 教教 職職 員員 のの  

こここころろ健健康康づづくくりり指指針針  

((令令和和 44～～77 年年度度））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    川川崎崎市市教教育育委委員員会会  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基基本本方方針針１１  全全ててのの教教職職員員をを対対象象ににメメンンタタルルヘヘルルススにに関関すするる研研修修・・啓啓発発をを

進進めめ、、教教職職員員自自ららががこここころろのの健健康康をを保保ちち続続けけらられれるるよよううセセルル

フフケケアア及及びびヘヘルルススリリテテララシシーーのの向向上上をを図図りりまますす。。  

 

基基本本方方針針２２  労労働働安安全全衛衛生生法法等等のの関関係係法法令令をを遵遵守守すするるととととももにに、、職職場場ののスス

トトレレスス要要因因のの把把握握、、軽軽減減にに努努めめ、、教教職職員員がが健健康康でで働働ききややすすいい

環環境境づづくくりりをを推推進進ししまますす。。  

   

  基基本本方方針針３３  メメンンタタルルヘヘルルスス不不調調のの教教職職員員へへ早早期期にに相相談談支支援援をを行行いい、、重重症症

化化をを防防止止すするるととととももにに、、休休職職者者へへ専専門門的的なな支支援援をを行行いいまますす。

ささららにに、、早早期期のの回回復復とと円円滑滑なな職職場場復復帰帰・・再再発発防防止止をを目目指指ししまま

す。 

 

引用・ 参考文献

・「 労働者の心の健康の保持増進のための指針」（ 厚生労働省　 平成18年3月）

・ 川崎市教職員のこころの健康づく り指針（ 令和4 ～ 7年度）

また、 個々の学校での開催のほか、 市内全体で「 学校教職

員安全衛生委員会」が年6 回開催さ れ、 定期健康診断結果の

報告とそれに基づく 調査審議、 メ ンタ ルヘルス対策や長時間

労働に係る調査審議などが実施さ れています。

・ 職場巡視

川崎市教育委員会の産業医による職場巡視の特徴は、 安全

衛生環境の問題点の指摘だけではなく 、 各学校の創意工夫に

よる安全衛生対策の「 好事例」を収集し 、 それを毎年、 全市的

に共有・ 水平展開し ているこ と が挙げられます。 学校には数

多く の良好事例が存在しており 、 潜在的な好事例を集めて他

校のヒ ント にし ても ら う「 GP（ Good Practices）活動」と 呼ば

れるこの取り 組みは、 所轄部署のイント ラの掲示板で教職員

が誰でも閲覧可能であり 、 また管理職研修会で毎年公表、 コ

ンペ（ GP大賞）がさ れているそう です。

また職場巡視では、 物理的な環境のほか、 いわゆる「 目に見

えない環境」を把握するために、 巡視直前に「 職場での働きや

すさ 」や「 構成員の睡眠状況・ ヘルスリ テラシー尺度」などがわ

かる事前アンケート を実施し、 巡視の際に管理職にフィ ード

バッ クし て学校の課題をディ スカッ ショ ンし ています。 この

アンケート の結果は先述の安全衛生委員会・職場安全衛生検討

会で報告、 検討テーマにしている学校も多いとのことでした。

働き方改革の一環でもある過重労働対策では、 労務管理対

策と 健康管理対策の両輪で進めること が重要であるとの観点

から、 労務管理関係部署と 連携しつつ、 推進室では産業医に

よる面接指導のほか、 睡眠時間の確保に重点を置いた啓発活

動を進めています。 後述の「 こころの健康づく り 指針」で掲げ

られている「 睡眠時間5 時間未満の教職員数ゼロ」と いう 目標

は、 個人の目標ではなく 敢えて「 健康で働きやすい職場環境

づく り 」の目標と し て掲げているとのこと でし た。

また、 産業医による面接指導については、 推進室来所によ

る面接指導のほか、 令和2年度からはタブレッ ト 端末やGIGA

安全衛生委員会の様子
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過重労働対策、 メンタルヘルス対策

川崎市教育委員会では、 健康管理の専従組織を持つこ

と で、 教職員並びに管理職の労働安全衛生における支援

を行っていまし た。

この取り 組みは一見、 政令指定都市と いう 規模だから

可能な取り 組みと思われるかもし れませんが、 実際の推

進室の活動自体は決し て大規模なものではなく 、 個々の

学校への巡回訪問、 それぞれの事例対応での教職員と管

理職とのつなぎ、 時には人事管理部門と の連携、 職場巡

視の機会を有効に活用する工夫など、 小さ な活動の積み

重ねでできていること がわかり ます。 特に、 現場と の接

点を大切にし 、 学校管理職や教職員が相談をし やすい状

況を醸成し ていること で、 学校現場の情報を把握し 、 そ

れに応じ た臨機応変な取り 組みにつながっ ているこ と

が、 川崎市教育委員会の取り 組みの特徴と 言えます。

学校外部からの具体的な支援を提供する仕組みは、 学

校職場における労働安全衛生および産業保健の取り 組み

を、学校や管理職の属人的な取り 組みにすること を防ぎ、

継続的にスパイラルアッ プできる仕組みにつなげること

ができると 考えられます。 外部資源への依存を高め過ぎ

ないよう に配慮をし つつ、 こう し た仕組みが他の自治体

においてどのよう に実現が可能か、 積極的に検討するこ

と が期待さ れます。

取り 組みの評価・ 今後の展望

（ 山本健也）
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